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１．18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 28,621 (3.0) 1,337 (11.0) 1,389 (21.3)

17年９月中間期 27,784 (16.2) 1,205 (85.7) 1,145 (83.3)

18年３月期 56,458 2,419 2,405

中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭 円 銭

18年９月中間期 696 (35.9) 9,181 85 ―

17年９月中間期 512 (100.8) 13,509 85 ―

18年３月期 1,095 28,900 19 ―
（注）１持分法投資損益 18年９月中間期 ―百万円 17年９月中間期 ―百万円 18年３月期 ―百万円

２期中平均株式数 18年９月中間期 75,840株 17年９月中間期 37,920株 18年３月期 37,920株
平成17年５月20日付及び平成18年４月１日付で１株を２株とする分割を実施しておりますが、株式分割を行った場合の期中平均株式数の
計算は、株式分割が当該決算期の期首に行われたものとして計算しております。

３会計処理の方法の変更 無
４売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2）財政状態  

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 23,668 7,229 30.5 95,319 41

17年９月中間期 20,676 6,168 29.8 162,680 30

18年３月期 21,170 6,738 31.8 177,712 38
（注）１中間期末(期末)発行済株式数 18年９月中間期 75,840株 17年９月中間期 37,920株 18年３月期 37,920株

２中間期末(期末)自己株式数 18年９月中間期 ―株 17年９月中間期 ―株 18年３月期 ―株

(3）キャッシュ・フローの状況  

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
中間期末（期末）残高

百万円 百万円 百万円 百万円

18年９月中間期 3,195 △553 △586 5,504

17年９月中間期 1,042 △620 △386 2,721

18年３月期 3,098 △1,066 △1,269 3,449

２．19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通期 60,000 2,700 1,250

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　　　　16,482円06銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

中間期末 期末 年間

18年３月期 － 5,000 5,000

19年３月期（実績） － －
2,500

19年３月期（予想） － 2,500
 (注) 平成18年４月１日付で１株を２株とする分割を実施しております。

 

※　上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後、

様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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１．企業集団の状況
　該当事項はありません。

２．経営方針
(1）経営の基本方針

　当社は、経営理念として「クリーン、感謝、共有」を掲げております。「クリーン」とは、あらゆることにクリー

ン（＝誠実、正直、フェア、オープン、清潔）であることを心がけること、「感謝」とは、あらゆることに感謝の気

持ちを持つこと、「共有」とは、あらゆること（＝喜び、問題、責任、情報）を共有し、かかわる全ての人が豊かに

なることであります。

　当社は、この経営理念の「クリーン、感謝、共有」をもとに事業に取り組んでいく姿勢を社名としております。当

社の社名「セリア（Ｓｅｒｉａ）」は、イタリア語で「まじめな」という意味であり、当社の経営理念である「クリー

ン、感謝、共有」を集約したものであります。

　当社は、企業姿勢である社名「セリア（Ｓｅｒｉａ）」及び経営理念「クリーン、感謝、共有」のもと、①「お客

様が笑顔」を実践する商品開発・店舗運営、②誠実で平等な関係に基づき共に繁栄を目指す取引関係、③プラス志向

での挑戦を評価する公平で開かれた職場環境、の３つを経営方針として、まじめに「価値ある商品（＝良品）」を提

供し続けることにより、更なる成長と100円の新しい価値の提案に取り組んで行きたいと考えております。

(2）利益配分に関する基本方針

　当社は、企業価値を向上させることによって株主利益を増大させることを重要な課題としております。利益配分に

つきましては、経営基盤や財務体質の強化を図り、利益水準や配当性向を考慮しつつ安定的な配当の継続を目指して

おります。また、内部留保資金につきましては、新店の設備投資や既存店舗のリニューアル資金に充当し、売上高の

拡大、株主資本利益率の一層の向上により、長期的な株主利益の増大を図ってまいります。

(3）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

　当社は、株主数増加及び株式の流動性向上を資本政策上の重要課題と位置づけており、投資単位の引下げは、投資

家層の拡大と株式の流動性を高める効果があると認識しております。

　この方針のもとに、平成18年４月１日付で１株を２株とする株式分割を実施いたしました。今後も、当社の業績、

株価の推移や市況などを総合的に勘案し、継続的に検討してまいります。

(4）中期的な会社の経営戦略

　当社は、中期３か年経営計画を作成し事業に取り組んでおります。中期経営計画は、消費者動向や他の小売動向な

どの社会情勢、業績や各部門別課題の整備状況などの会社情勢を踏まえ、今後の３年間の基本的経営目標として策定

しております。また、この中期経営計画は、毎年見直しを行うローリング方式をとっております。

　平成18年４月からの中期経営計画（平成18年４月から平成21年３月まで）においては、「良品開発と商品改良によ

る品質改善」「セリア・オリジナル・チェーン・オペレーションの確立」「収益管理体制の再構築」を経営目標に掲

げ、この経営目標をブレークダウンして、次の５つの機能別戦略を立案し、全社を挙げて取り組んでおります。

①　ＰＯＳデータの活用システムの整備運用

②　運営体制の再構築

③　新商品の導入

④　基本商材制度のブラッシュアップ

⑤　店舗網の拡充

(5）会社の対処すべき課題

　当社は、競争が激化している小売業界にあって、１００円ショップという特性から価格競争ではなく、小売の基本

的要件である「品質」「品揃え」の改善、向上に経営資源を集中した結果、お客様から価格を含めた信頼とご支持を

いただき、今日まで順調に成長を続けられたものと考えております。

　一方、均一価格を維持しつつ収益を拡大していくためには、商品市況の変動あるいは商圏の変化等さまざまなリス

クに適切に対処しながら、魅力ある商品の開発、買い心地の良いお店づくりにまい進するとともに、業務の効率化を

進めていくことが重要と認識しております。

　当社は、中期経営計画において具体的に定めた３つの経営目標に基づく５つの機能別戦略に従い、これら課題に全

社を挙げて取り組み、より一層の企業価値の向上を図ってまいります。
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(6）親会社等に関する事項

　当社は親会社等を有しておりません。

３．経営成績及び財政状態
(1）経営成績

　当中間期のわが国経済は、輸出や設備投資が順調に推移したことに加え、雇用環境の改善などから個人消費にも底

固さが見られるなど、緩やかな回復基調をたどりました。

　一方、１００円ショップ業界におきましては、各社とも売上を伸ばしておりますが、小売業界における競争は一段

と厳しさを増しており、予断を許さないものとなっております。

　このような状況のなか当社は、持続的成長を確実にするための基盤再構築をテーマとして、出退店を計画的に進め

る一方、発注支援システムの導入等、ＰＯＳシステムを中核としたＩＴ投資により、全社的な管理体制の整備と業務

の効率化を進めてまいりました。

　その結果、当中間会計期間末の店舗数は、直営店661店、ＦＣ店164店の合計825店となり、当中間会計期間の売上高

は286億21百万円（前年同期比3.0％増）、経常利益は13億89百万円（前年同期比21.3％増）、中間純利益は６億96百

万円（前年同期比35.9％増）となりました。

(2）財政状態

　当中間会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前期末に比べ20億54百万円増加し、55億４百万円となりました。

これは、当中間会計期間の期末日が銀行休業日であったため、債権債務の決済が翌月初に繰延べられたことによりま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、31億95百万円（前年同期比21億52百万円の収入増加）

のプラスとなりました。これは、たな卸資産の増加３億76百万円による資金減少に対し、仕入債務の増加24億84

百万円などにより資金が増加したためであります。なお、期末日が銀行休業日であったことによる影響額は、売

上債権の増加額が91百万円、預け金の増加が１億80百万円及び仕入債務の増加が19億25百万円などであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、５億53百万円（前年同期比66百万円の支出減少）の

マイナスとなりました。これは、新規出店に係る有形固定資産の取得等３億31百万円及び差入保証金の差入２億

77百万円などにより資金が減少したためであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、５億86百万円（前年同期比１億99百万円の支出増加）

のマイナスとなりました。これは、長期借入れによる収入10億円などによる資金増加に対し、長期借入金の返済

13億57百万円及び配当金の支払い１億89百万円などにより資金が減少したためであります。

(3）通期の業績の見通し

　今後のわが国経済は、緩やかな回復基調で推移することが見込まれますが、石油をはじめとした資源高や、わが国

の財政問題、米国景気等懸念材料も多く、楽観できない状況にあります。

　当社は、そのような環境のもと、常に変化し続けるお客様のニーズにお応えできるよう、魅力ある商品の開発、買

い心地の良いお店づくりに引き続きまい進するとともに、ＰＯＳシステムをはじめとしたＩＴの活用により、管理体

制の整備と業務の効率化を一層進めてまいります。

　以上により、通期の業績は、売上高600億円（前期比6.3％増）、経常利益27億円（前期比12.2％増）、当期純利益

12億50百万円（前期比14.1％増）を見込んでおります。
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４．中間財務諸表等
(1）中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１　現金及び預金  3,513   6,295   4,241   

２　売掛金  726   680   674   

３　たな卸資産  6,745   7,017   6,641   

４　繰延税金資産  141   140   174   

５　預け金  821   846   890   

６　その他  74   72   62   

貸倒引当金  △110   △137   △130   

流動資産合計   11,911 57.6  14,916 63.0  12,553 59.3

Ⅱ　固定資産           

１　有形固定資産 ※１          

(1）建物 ※２ 2,378   2,259   2,246   

(2）器具備品  602   449   525   

(3）土地 ※２ 949   949   949   

(4）その他  208   172   173   

有形固定資産合計  4,139   3,831   3,895   

２　無形固定資産  210   239   227   

３　投資その他の資産           

(1）投資有価証券  213   171   198   

(2）長期貸付金  138   112   115   

(3）破産再生債権等  45   48   40   

(4）繰延税金資産  160   192   171   

(5）敷金保証金  3,690   3,937   3,757   

(6）保険積立金  108   142   125   

(7）その他  331   274   332   

貸倒引当金  △271   △198   △248   

投資その他の資産合計  4,414   4,680   4,493   

固定資産合計   8,764 42.4  8,751 37.0  8,616 40.7

資産合計   20,676 100.0  23,668 100.0  21,170 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１　買掛金  4,273   7,189   4,705   

２　１年内返済予定長期借入金 ※２ 3,045   2,296   2,394   

３　１年内償還予定社債  80   80   80   

４　未払金  339   492   370   

５　未払費用  601   661   638   

６　未払消費税等 ※３ 109   85   205   

７　未払法人税等  515   624   710   

８　賞与引当金  96   108   128   

９　その他  40   43   35   

流動負債合計   9,102 44.1  11,582 49.0  9,269 43.8

Ⅱ　固定負債           

１　社債  120   40   80   

２　長期借入金 ※２ 4,849   4,399   4,658   

３　退職給付引当金  30   37   29   

４　役員退職慰労引当金  252   244   248   

５　預り保証金  153   136   145   

固定負債合計   5,405 26.1  4,857 20.5  5,162 24.4

負債合計   14,507 70.2  16,439 69.5  14,431 68.2
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前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   1,278 6.2  － －  1,278 6.0

Ⅱ　資本剰余金           

１　資本準備金  1,419   －   1,419   

資本剰余金合計   1,419 6.9  － －  1,419 6.7

Ⅲ　利益剰余金           

１　利益準備金  11   －   11   

２　任意積立金  282   －   282   

３　中間（当期）未処分利益  3,159   －   3,743   

利益剰余金合計   3,453 16.7  － －  4,037 19.1

Ⅳ　その他有価証券評価差額金   16 0.0  － －  3 0.0

資本合計   6,168 29.8  － －  6,738 31.8

負債資本合計   20,676 100.0  － －  21,170 100.0

           

（純資産の部）  

Ⅰ　株主資本        

１　資本金  － － 1,278 5.4 － －

２　資本剰余金  

(1）資本準備金  － 1,419 －

資本剰余金合計  － － 1,419 6.0 － －

３　利益剰余金  

(1）利益準備金  － 11 －

(2）その他利益剰余金     

特別償却準備金  － 1 －

別途積立金  － 280 －

繰越利益剰余金  － 4,251 －

利益剰余金合計  － － 4,544 19.2 － －

株主資本合計  － － 7,242 30.6 － －

Ⅱ　評価・換算差額等        

１ その他有価証券評価差額金  － － △13 △0.1 － －

評価・換算差額等合計  － － △13 △0.1 － －

純資産合計  － － 7,229 30.5 － －

負債純資産合計  － － 23,668 100.0 － －
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(2）中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度の
要約損益計算書

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   27,784 100.0  28,621 100.0  56,458 100.0

Ⅱ　売上原価   16,966 61.1  17,310 60.5  34,567 61.2

売上総利益   10,817 38.9  11,311 39.5  21,891 38.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費   9,612 34.6  9,973 34.8  19,471 34.5

営業利益   1,205 4.3  1,337 4.7  2,419 4.3

Ⅳ　営業外収益 ※１  56 0.2  83 0.3  146 0.3

Ⅴ　営業外費用 ※２  116 0.4  32 0.1  160 0.3

経常利益   1,145 4.1  1,389 4.9  2,405 4.3

Ⅵ　特別利益   39 0.1  4 0.0  82 0.1

Ⅶ　特別損失
※３
※４

 110 0.4  88 0.3  294 0.5

税引前中間（当期）純利益   1,074 3.8  1,304 4.6  2,193 3.9

法人税、住民税及び事業税  479   584   1,050   

法人税等調整額  82 561 2.0 23 608 2.1 47 1,097 2.0

中間（当期）純利益   512 1.8  696 2.4  1,095 1.9

前期繰越利益   2,647      2,647  

 中間（当期）未処分利益   3,159      3,743  
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(3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計特別償却

準備金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高

（百万円）
1,278 1,419 1,419 11 2 280 3,743 4,037 6,735

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当（百万円）(注)       △189 △189 △189

特別償却準備金の取崩（百万

円）(注)
    △0  0 － －

中間純利益（百万円）       696 696 696

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額）

（百万円）

         

中間会計期間中の変動額合計

（百万円）
－ － － － △0 － 507 506 506

平成18年９月30日残高

（百万円）
1,278 1,419 1,419 11 1 280 4,251 4,544 7,242

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日残高

（百万円）
3 3 6,738

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当（百万円）(注)   △189

特別償却準備金の取崩（百万

円）(注)
  －

中間純利益（百万円）   696

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額）

（百万円）

△16 △16 △16

中間会計期間中の変動額合計

（百万円）
△16 △16 490

平成18年９月30日残高

（百万円）
△13 △13 7,229

(注) 平成18年６月28日の定時株主総会における利益処分項目であります。
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(4）中間キャッシュ・フロー計算書

　当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

  
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日)

前事業年度の要約

キャッシュ・フロー計

算書

(自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

１　税引前中間（当期）純利益  1,074 1,304 2,193

２　減価償却費  423 366 888

３　貸倒引当金の増減額（減少：△）  △97 25 △100

４　賞与引当金の増減額（減少：△）  5 △19 37

５　退職給付引当金の増減額（減少：
△）

 △5 8 △5

６　役員退職慰労引当金の増減額（減
少：△）

 1 △3 △3

７　受取利息及び受取配当金  △4 △5 △9

８　支払利息  42 29 78

９　前期損益修正益  － － △5

10　投資有価証券売却益  － － △25

11　有形固定資産除却損  43 26 115

12　減損損失  45 54 113

13　売上債権の増減額（増加：△）  164 △33 112

14　預け金の増減額（増加：△）  64 44 △4

15　たな卸資産の増減額（増加：△）  △417 △376 △313

16　仕入債務の増減額（減少：△）  98 2,484 530

17　未払消費税等の増減額（減少：△）  2 △120 98

18　その他  63 107 270

小計  1,504 3,892 3,970

19　利息及び配当金の受取額  1 1 2

20　利息の支払額  △45 △27 △80

21　法人税等の支払額  △416 △670 △793

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,042 3,195 3,098
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前中間会計期間

(自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日)

前事業年度の要約

キャッシュ・フロー計

算書

(自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     

１　定期預金の預入による支出  △375 △385 △704

２　定期預金の払戻による収入  375 385 704

３　有形固定資産の取得による支出  △539 △331 △863

４　有形固定資産の売却による収入  4 2 4

５　無形固定資産の取得による支出  △8 △34 △26

６　投資有価証券の取得による支出  － － △49

 ７　投資有価証券の売却による収入  － － 57

８　貸付金の回収による収入  9 5 28

９　差入保証金の差入による支出  △270 △277 △587

10　差入保証金の返還による収入  68 88 286

11　その他（純額）  115 △5 83

投資活動によるキャッシュ・フロー  △620 △553 △1,066

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

１　短期借入金の純増減額（減少：△）  △200 － △200

２　長期借入れによる収入  2,200 1,000 3,200

３　長期借入金の返済による支出  △2,157 △1,357 △3,999

４　社債の償還による支出  △40 △40 △80

５　配当金の支払額  △189 △189 △189

財務活動によるキャッシュ・フロー  △386 △586 △1,269

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額（減少：
△）

 35 2,054 763

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  2,686 3,449 2,686

Ⅵ　現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高

※１ 2,721 5,504 3,449
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１　資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）

１　資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

１　資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定）

時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

(2）デリバティブ

時価法

(2）デリバティブ

同左

(2）デリバティブ

同左

(3）たな卸資産

商品

・本部在庫品

総平均法による原価法

(3）たな卸資産

商品

・本部在庫品

同左

(3）たな卸資産

商品

・本部在庫品

同左

・店舗在庫品

売価還元法による原価法

・店舗在庫品

同左

・店舗在庫品

同左

２　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法

　ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属

設備を除く）については定額

法によっております。

　なお、主な資産の耐用年数

は、次のとおりであります。

建物　　　　　３～47年

構築物　　　　10～20年

器具備品　　　２～15年

２　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同左

２　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同左

(2）無形固定資産

定額法

　なお、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づいております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

３　繰延資産の処理方法

新株発行費

　支出時に全額費用として処理して

おります。

３　繰延資産の処理方法

 

　――――――

３　繰延資産の処理方法

新株発行費

支出時に全額費用として処理し

ております。
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

４　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒れに

よる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

４　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

４　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるた

め、下期の支給見込額のうち、当

中間会計期間の負担すべき金額を

計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるた

め、翌事業年度の支給見込額のう

ち、当事業年度の負担すべき金額

を計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当中間会計期間末における退職給

付債務に基づき計上しております。

(3）退職給付引当金

同左

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務に基づき計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく当中間会計

期間末要支給額を計上しておりま

す。

(4）役員退職慰労引当金

同左

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

５　リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転

するものと認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

５　リース取引の処理方法

同左

５　リース取引の処理方法

同左

６　ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理を採

用しております。なお、金利ス

ワップ取引については、特例処理

の要件を満たしている場合は特例

処理を採用しております。

６　ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

同左

６　ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

金利スワップ取引及び為替予

約

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

ヘッジ対象

変動金利借入金及び外貨建予

定取引

ヘッジ対象

同左

ヘッジ対象

同左
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(3）ヘッジ方針

　当社の社内規程に基づき、将来

の金利変動リスク及び為替変動リ

スク回避のために行っております。

(3）ヘッジ方針

同左

(3）ヘッジ方針

同左

(4）ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動または

キャッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段の相場変動または

キャッシュ・フロー変動の累計を

比較し、その変動額の比率によっ

て有効性を評価しております。た

だし、特例処理によっている金利

スワップについては、ヘッジの有

効性評価を省略しております。

(4）ヘッジの有効性評価の方法

同左

(4）ヘッジの有効性評価の方法

同左

７　中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

　中間キャッシュ・フロー計算書上、

資金の範囲に含めた現金及び現金同

等物は、手許現金、要求払預金及び

取得日から３か月以内に満期日の到

来する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ価値の変動について

僅少なリスクしか負わない短期的な

投資であります。

７　中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

同左

７　キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書上、資

金の範囲に含めた現金及び現金同等

物は、手許現金、要求払預金及び取

得日から３か月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短期的な投

資であります。

８　その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

８　その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左

８　その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 

――――――

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

　当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号　平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号　平成17年12月９日）を適

用しております。

 　これまでの資本の部の合計に相当

する金額は7,229百万円であります。

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

 

――――――
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度末
（平成18年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

3,378百万円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

3,785百万円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

3,516百万円

※２．担保に供している資産及びこれ

に対応する債務

(1）担保に供している資産

※２．担保に供している資産及びこれ

に対応する債務

(1）担保に供している資産

※２．担保に供している資産及びこれ

に対応する債務

(1）担保に供している資産

建物 409百万円

土地 906百万円

計 1,316百万円

建物 395百万円

土地 906百万円

計 1,302百万円

建物 402百万円

土地 906百万円

計 1,309百万円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務

１年内返済

予定長期借

入金

1,130百万円

長期借入金 1,530百万円

計 2,660百万円

１年内返済

予定長期借

入金

952百万円

長期借入金 2,057百万円

計 3,009百万円

１年内返済

予定長期借

入金

963百万円

長期借入金 1,651百万円

計 2,615百万円

※３．仮払消費税等と仮受消費税等と

は相殺のうえ、流動負債の「未

払消費税等」として計上してお

ります。

※３．同左 ――――――

－ 15 －



（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目

受取利息 3百万円

受取家賃 37百万円

受取利息 4百万円

受取家賃 34百万円

受取利息 7百万円

受取家賃 72百万円

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目

支払利息 41百万円

貸倒引当金繰入額 67百万円

支払利息 29百万円 支払利息 76百万円

貸倒引当金繰入額 67百万円

※３．特別損失の主要項目 ※３．特別損失の主要項目 ※３．特別損失の主要項目

減損損失 45百万円 減損損失 54百万円 固定資産除却損 115百万円 

減損損失 113百万円 

※４．減損損失

　当中間会計期間において、当社

は、以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。

※４．減損損失

　当中間会計期間において、当社

は、以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。

※４．減損損失

　当事業年度において、当社は、

以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。

用途 種類 場所

店舗 建物等

Seria生活良品
櫛形店（長野
県南アルプス
市）他９店舗

用途 種類 場所

店舗 建物等

Seria生活良品
藤沢店（神奈
川県藤沢市）
他10店舗

用途 種類 場所

店舗 建物等

Seria生活良品
紫竹山店（新
潟県新潟市）
他28店舗

　当社は、原則として各店舗を基

本単位としてグルーピングしてお

ります。営業活動による損益が継

続してマイナスとなる店舗につい

て帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額45百万円を減損

損失として特別損失に計上いたし

ました。その内訳は建物40百万円、

構築物４百万円であります。

　なお、当該資産の回収可能価額

は、使用価値により測定しており、

将来キャッシュ・フローを７％で

割引いて算出しております。

　当社は、原則として各店舗を基

本単位としてグルーピングしてお

ります。営業活動による損益が継

続してマイナスとなる店舗につい

て帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額54百万円を減損

損失として特別損失に計上いたし

ました。その内訳は建物49百万円、

構築物４百万円であります。

　なお、当該資産の回収可能価額

は、使用価値により測定しており、

将来キャッシュ・フローを7％で

割引いて算出しております。

　当社は、原則として各店舗を基

本単位としてグルーピングしてお

ります。営業活動による損益が継

続してマイナスとなる店舗につい

て帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額113百万円を減

損損失として特別損失に計上いた

しました。その内訳は建物95百万

円、構築物18百万円であります。

　なお、当該資産の回収可能価額

は、使用価値により測定しており、

将来キャッシュ・フローを7％で

割引いて算出しております。

　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額

有形固定資産 392百万円

無形固定資産 31百万円

有形固定資産 329百万円

無形固定資産 36百万円

有形固定資産 825百万円

無形固定資産 63百万円

－ 16 －



（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

発行済株式の種類及び総数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式

普通株式 37,920 37,920 － 75,840

合計 37,920 37,920 － 75,840

(注) 普通株式37,920株の増加は、平成18年4月１日付の１株を２株とする株式分割によるものであります。

配当に関する事項

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日

定時株主総会
普通株式 189 5,000 平成18年３月31日 平成18年６月28日

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,513百万円

預入期間が３か月を

超える定期預金
△791百万円

現金及び現金同等物 2,721百万円

現金及び預金勘定 6,295百万円

預入期間が３か月を

超える定期預金
△791百万円

現金及び現金同等物 5,504百万円

現金及び預金勘定 4,241百万円

預入期間が３か月を

超える定期預金
△791百万円

現金及び現金同等物 3,449百万円

－ 17 －



①　リース取引

 リース取引については、ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

②　有価証券

前中間会計期間末（平成17年９月30日現在）

１．その他有価証券で時価のある有価証券

 （単位：百万円）

種類 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額

(1）株式 172 200 28

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

合計 172 200 28

　（注）　有価証券の減損処理に当っては、時価が取得原価の50％以下に下落したときに、減損処理を行うこととしてお

ります。

また、時価の下落率が取得原価の30％以上50％未満であるときは、時価の推移及び発行体の財政状態等を勘案

して、減損処理を行うこととしております。

２．時価評価されていない有価証券

 （単位：百万円）

区分 中間貸借対照表計上額

その他有価証券  

非上場株式 13

当中間会計期間末（平成18年９月30日現在）

１．その他有価証券で時価のある有価証券

 （単位：百万円）

種類 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額

(1）株式 189 167 △21

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

合計 189 167 △21

　（注）　有価証券の減損処理に当っては、時価が取得原価の50％以下に下落したときに、減損処理を行うこととしてお

ります。

また、時価の下落率が取得原価の30％以上50％未満であるときは、時価の推移及び発行体の財政状態等を勘案

して、減損処理を行うこととしております。

２．時価評価されていない有価証券

 （単位：百万円）

区分 中間貸借対照表計上額

その他有価証券  

非上場株式 3
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前事業年度末（平成18年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のある有価証券

 （単位：百万円）

種類 取得原価 貸借対照表計上額 差額

(1）株式 189 195 5

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

合計 189 195 5

　（注）　有価証券の減損処理に当っては、時価が取得原価の50％以下に下落したときに、減損処理を行うこととしてお

ります。

また、時価の下落率が取得原価の30％以上50％未満であるときは、時価の推移及び発行体の財政状態等を勘案

して、減損処理を行うこととしております。

２．時価評価されていない有価証券

 （単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額

その他有価証券  

非上場株式 3
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③　デリバティブ取引

　デリバティブ取引については、ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

④　持分法投資損益

前中間会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）

持分法を適用した場合の投資損益等につきましては、関連会社がないため記載しておりません。

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

持分法を適用した場合の投資損益等につきましては、関連会社がないため記載しておりません。

前事業年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

持分法を適用した場合の投資損益等につきましては、関連会社がないため記載しておりません。

（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 162,680円30銭 １株当たり純資産額 95,319円41銭 １株当たり純資産額 177,712円38銭

１株当たり中間純利

益
13,509円85銭

１株当たり中間純利

益
9,181円85銭

１株当たり当期純利

益
28,900円19銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　同左 　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　（注）１　１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 512 696 1,095

普通株式に係る中間（当

期）純利益（百万円）
512 696 1,095

普通株式の期中平均株式数

（株）
37,920 75,840 37,920

２　平成18年４月１日付で１株を２株とする分割を行っております。当該分割が前期首に行われたと仮定した場

合の１株当たり情報については、それぞれ次のとおりであります。

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 81,340円15銭

１株当たり中間純利益 6,754円92銭

１株当たり純資産額 88,856円19銭

１株当たり当期純利益 14,450円09銭

 なお、前中間会計期間及び前事業年度につきましては、平成17年５月20日付の１株を２株とする株式分割も

期首に行われたと仮定して計算しております。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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５．仕入及び販売の状況
(1）仕入実績

　当中間会計期間における仕入実績を商品区分別に示すと、次のとおりであります。

商品区分 仕入高（百万円） 前年同期比（％）

雑貨 14,187 103.3

菓子食品 3,473 96.6

その他 25 45.7

合計 17,686 101.7

　（注）１．金額は、仕入価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）販売実績

ａ．商品区分別売上高

商品区分 売上高（百万円） 前年同期比（％）

雑貨 24,105 104.2

菓子食品 4,371 97.6

その他 144 84.7

合計 28,621 103.0

　（注）１．金額は、販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．その他には、店舗に設置した自動販売機等の手数料収入等が含まれております。

ｂ．事業部門別売上高

事業部門 売上高（百万円） 前年同期比（％）

直営売上高 25,655 104.6

ＦＣ売上高 2,463 93.2

卸売等売上高 361 86.5

海外売上高 141 72.1

合計 28,621 103.0

　（注）１．金額は、販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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ｃ．地域別売上高（直営売上高）

地域別

売上高合計 店舗異動状況（店舗数）

金額（百万円） 前年同期比（％）
中間会計期間末
店舗数

出店数 退店数

北海道東北地方 3,654 105.2 88 4 1

関東甲信越地方 8,535 103.4 212 9 10

東海北陸地方 8,106 105.5 210 13 2

関西地方 2,272 104.0 49 2 1

中国四国地方 1,044 103.1 25 1 0

九州沖縄地方 2,042 106.5 77 3 1

合計 25,655 104.6 661 32 15

　（注）１．金額は、販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．地域別の区分は次のとおりであります。

北海道東北地方………北海道、青森県、秋田県、岩手県、宮城県、山形県、福島県

関東甲信越地方………茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、新潟県、　

長野県

東海北陸地方…………岐阜県、愛知県、三重県、静岡県、富山県、石川県、福井県

関西地方………………滋賀県、京都府、大阪府、奈良県、和歌山県、兵庫県

中国四国地方…………岡山県、広島県、山口県、鳥取県、島根県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県

九州沖縄地方…………福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

ｄ．地域別売上高（ＦＣ売上高）

地域別

売上高合計 店舗異動状況（店舗数）

金額（百万円） 前年同期比（％）
中間会計期間末
店舗数

出店数 退店数

北海道東北地方 337 115.7 21 1 0

関東甲信越地方 340 81.5 33 3 4

東海北陸地方 800 87.0 53 3 5

関西地方 125 113.9 10 0 1

中国四国地方 505 107.4 30 2 2

九州沖縄地方 354 81.7 17 0 1

合計 2,463 93.2 164 9 13

　（注）１．金額は、販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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